
区分

確認印

〒 （電話 ）

〒 （電話 ）

）

㎡ 円

㎡ 円

㎡ 円

㎡ 円

総額
㎡ 円

㎡ 円

　　　　　　　　　　　　　　　 （⑩＋⑯）
㎡ 円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （⑪＋⑰）
㎡ 円

税額 （⑱－⑲）
円

円 （電話 ）

に 係 る 控 除 床 面 積

非 課 税 に 係 る

に 係 る 非 課 税 床 面 積

算 定 期 間 の 中 途 に お い て 新 設 又 は

①

②

③

④

千円

税務署

㎡

⑮

⑭

0.25

従

業

者

割

⑳

⑲
既に納付の確定した事業所税額

既 に 納 付 の 確 定 し た 資 産 割 額

）
100

従業者割額

この申告により納付すべき事業所

⑤

⑥

⑪

⑦

⑧

①

資 産 割 額 （⑨×６００円）

課 税 標 準 と な る 床 面 積 合 計

⑩

⑨（⑦＋⑧）

事 業 所 床 面 積

控 除 事 業 所

②

な る 事 業 所

床 面 積

床 面 積　　         （①－③－⑤）

床 面 積

年 月

② に 係 る 課 税 標 準 と な る 床 面 積

① に 係 る 課 税 標 準 と な る

①

② に 係 る 控 除 床 面 積

日までの年

事 業 所
所 床 面 積

に 係 る 非 課 税 床 面 積

課 税 標 準 と
12

※
処
理
事
項

令和　　　年　　　月　　　日

（あて先）   松山市長

床 面 積

（ フ リ ガ ナ ）

（ フ リ ガ ナ ）

日から　　

法 人 の 代

表 者 氏 名

廃 止 さ れ た 事 業 所 床 面 積

氏 名 又 は
名 称

資

産

割

×

個人番号又は
法 人 番 号

本店

支店

算 定 期 間 を 通 じ て 使 用 さ れ た 事 業

精査
検算 通 信 日 付 印

申告書の事業所税の

資本金の額又

は課税期間

この申告に

応答する者
事業年度又 の 氏 名

住　所

又は

所在地

事業種目

管   理   番   号事務所整   理   番   号発 　 信　  年 　 月 　 日

（電話

円

既に納付の確定した従業者割額 ⑰

（⑫－⑬－⑭）

控除従業者給与総額

課税標準となる従業者給与

資産割額と従業者割額の合計額

⑬

⑫

申  告  年  月  日

⑯

従業者給与総額

非課税に係る従業者給与総額

令和　 　　年　　 　月　 　　日

関与税理士

氏　　　　名

備

考

第

四

十

四

号

様

式

は出資金の額

申告区分

所轄税務署名

⑱

（⑮×

受付
印



事務所 区分

1 算定期間を通じて使用された事業所等 年 月 日から

2 算定期間の中途において新設又は廃止

された事業所等 年 月 日まで

㋓ ㋔ 
㎡ 人 円

２

計 月

人 円

２

計 月

人 円

２

計 月

人 円

２

計 月

人 円

２

計 月

人 円

２

計 月

人 円

２

計 月

人 円

２

計 月

･

まで

･

 　事業所床面積

㎡

から

まで

まで

から

から

から

まで

･

  ※
明
細
区
分

事業所等の名称 所 在 地 及 び ビ ル 名

処理事項 事業所用家屋の所有者 　住所・氏名 共 用 床 面 積

･

･

（㋐＋㋑）㋒ 

･

事 業 所 等 明 細 書
算
定
期
間

１

１

まで

から

使用した期間(平成年月日)
従 業 者 給 与 総 額

同 上 の 月 数

･ まで

･

･

から

･ ･

･

第

四

十

四

号

様

式

別

表

一

処理
事項

個人番号又
は法人番号

整　理　番　号明　細　区　分　の　別

 従業者数

従　　 業　 　者　　 割

氏 名 又は
名 称

管   理   番   号 申告区分
 ※

資　　　　　　　　　産　　　　　　　　　割

専 用 床 面 積 ㋐ 

㋑ 

１

１

･

･ ･

１

･

･

･ ･

･ ･

･

１

･

･

１

･

･

･

まで

から

から

･ まで

･･

･ ･

１



区分

年 月 日から

年 月 日まで

 ※

㋒

 ※

㋒

算
定
期
間

法第７０１条の３４第 項第

非　　　課　　　税　　　の　　　内　　　訳
資　　　産　　　割

法第７０１条の３４第 項第

非 課 税 床 面 積

項第

号該当

号該当

㋐

法第７０１条の３４第

号該当

項第

障害者   ・　６5　歳以上の従業者

法第７０１条の３４第

法第７０１条の３４第 項第

                   合　　　　   　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計    

事業所等の名称

項第 号該当

非課税従業者数㋑ 非 課 税 従 業 者 給 与 総 額

事業所等の所在地

資　　　産　　　割

号該当

号該当

法第７０１条の３４第

    非　 課　 税　 明   細　 書

非　　　課　　　税　　　の　　　内　　　訳

人

事業所等の名称 事業所等の所在地

㋐ 非課税従業者数㋑

 ※

㎡

管   理   番   号 申告区分 第

四

十

四

号

様

式

別

表

二

処理
事項

従　　　　業　　　　者　　　　割

非 課 税 床 面 積

円

個 人 番 号 又
は 法 人 番 号

非 課 税 従 業 者 給 与 総 額

氏 名 又 は
名 称

整　理　番　号 事務所

従　　　　業　　　　者　　　　割

円㎡ 人

非  課  税  事  業  所  床  面  積  等  の  合  計

障害者   ・　６5　歳以上の従業者

                   合　　　　   　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計    



区分

年 月 日から

年 月 日まで

対象床面積 ㋐ 　（㋐×㋑） 　 ㋒ 従業者給与総額 ㋓ 　 （㋓×㋔） ㋕

項第

項第

1
2

 ※

対象床面積 ㋐ 　（㋐×㋑） 　 ㋒ 従業者給与総額 ㋓ 　 （㋓×㋔） ㋕

項第

項第

1
2

円㎡

号該当

雇　  用　  改　  善　  助　  成　  対　  象　  者

第
 法第７０１条の４１

第 号該当
 法第７０１条の４１

㎡ ㎡

事務所 管   理   番   号

課 税 標 準 の 特 例 内 訳

資　　　　　　　　　　　　　産　　　　　　　　　　　　　割

課税標準の特例適用 控除割

従　　　　　　　　　　業　　　　　　　　　　者　　　　　　　　　　割

合 　㋑
控 除 事 業 所 床 面 積 課税標準の特例適用対象

 ※
事業所等の名称 事業所等の所在地

課 税 標 準 の 特 例 明 細 書 算
定
期
間

 ※

処理
事項

個 人 番 号 又
は 法 人 番 号

氏 名 又 は
名 称

整　理　番　号 第

四

十

四

号

様

式

別

表

三

控 除 従 業 者 給 与 総 額
合　 ㋔
控除割

申告区分

円 円

雇　  用　  改　  善　  助　  成　  対　  象　  者

第 号該当
 法第７０１条の４１

事業所等の名称

合　　　　　　　　　　　　　　　　計

課 税 標 準 の 特 例 内 訳
資　　　　　　　　　　　　　産　　　　　　　　　　　　　割

合 　㋑
控 除 事 業 所 床 面 積 控除割

合　 ㋔
課税標準の特例適用対象

事業所等の所在地

号該当
㎡ 法第７０１条の４１

第

課税標準の特例適用 控除割 控 除 従 業 者 給 与 総 額

円

従　　　　　　　　　　業　　　　　　　　　　者　　　　　　　　　　割

控   除   事   業   所   床   面   積   等   の   合   計 控除従業者給与総額の合計

合　　　　　　　　　　　　　　　　計



区分

日から

日まで

1
2

②

①

1

2

②

①

年 月

氏 名 又 は
名 称

個人番号又
は法人番号

共用床面積の合計 （③＋④） ⑤ ㋓

合　　　　  　　　　　　　計　　（ ㋐ ～ ㋓ ） ㋔

㋐ ～ ㋒ 以 外 の 非 課 税 に 係 る 共 用 床 面 積

事業所床面積となる共用床面積 ④× ⑥

2分の1が非課税となる共用床面積

専用部分の延べ面積 ①
㎡

③　　　　　の　　　　　内　　　　　訳

㋒

非課税に係る共用床面積 ③

防 災 に 関 す る 設 備 等

③以外の共用床面積 ④

全部が非課税となる共用床面積

①のうち当該事業所部分の延べ面積 ② 消 防 設 備 等 に 係 る 共 用 床 面 積 ㋐

事業所床面積となる共用床面積 ④×

事業所等の所在地

⑥ 合　　　　  　　　　　　　計　　（ ㋐ ～ ㋓ ） ㋔

 ※

事業所等の名称

防 災 に 関 す る 設 備 等

⑤

③以外の共用床面積 ④

非課税に係る共用床面積 ③

（× ）

共用床面積の合計 （③＋④） ㋓㋐ ～ ㋒ 以 外 の 非 課 税 に 係 る 共 用 床 面 積

処理
事項

③　　　　　の　　　　　内　　　　　訳

事業所等の所在地

共　用　部　分　の　計　算　書

②

算
定
期
間

 ※
事業所等の名称

①のうち当該事業所部分の延べ面積

専用部分の延べ面積 ①
㎡

全部が非課税となる共用床面積

第

四

十

四

号

様

式

別

表

四㎡

申告区分事務所 管   理   番   号 ※ 整　理　番　号

月

⑦

消 防 設 備 等 に 係 る 共 用 床 面 積 ㋐

年

（× ）

㎡

⑦

㋑

㋑

2分の1が非課税となる共用床面積 ㋒



非課税となる福利厚生施設の内訳と床面積

＊施設の名称は食堂、売店、診療室等具体的に記載し、面積もそれぞれ個別に記載してください。
＊前期末面積の欄は異動があった場合のみ記入してください。

計

備　　考前期末床面積事業所用家屋の所在地 施設の名称 床面積


